
～小麦・てん菜・馬鈴しょの販売額～

産地パワーアップ事業の取組事例
（３０年度～３１年度：計画策定主体：小清水町地域農業再生協議会）（北海道）

計画作成主体：小清水町地域農業再生協議会
対象品目 ：小麦・てん菜・馬鈴しょ

（産地面積7,619㏊）
取組主体 ：小清水町農業ICT協議会、㈱ＹＡＣ
成果目標 ：10a当たり販売額の10％以上の増加

基準（H25～29年度5中3）56,125円
目標（H33年度） 63,433円

導入施設等 ：生産支援事業（機械リース）
（自動操舵システム、可変施肥シ
ステム、てん菜育苗プラント）

ポイント

期待される事業効果

56,125円/10a

Ｈ25～29年度 5中3 Ｈ33年度

【事業実施による直接効果】

①リース支援により播種作業が効率化し、
収量が増加

②リース支援による適正施肥により、品質
の向上と収量の増加

③リース支援による共同播種作業により、
労働負担の軽減と育苗段階での均一化
による収量の増加

【事業実施による間接効果】

①品質の向上と収量の増加による販売額
の増加

推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

畑作３品（小麦・てん菜・馬鈴しょ）を中心に生産規模を拡大しながら大規模
畑作農業を展開しているが、担い手の高齢化や後継者不足等による労働力不足に
より、品質の低下や収量の確保が喫緊の課題となっている。
このことから、効率的な作業体制の確立や適正施肥、育苗段階での均一化を行

うことにより、販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

・ＪＡによる労働請負事業（期間雇用者や外国人実習生）やＩＣＴを活用
したスマート農業の実施による労働力不足対策

・関係機関の連携により技術講習会を開催し、生産技術指導や新品
種・新技術の導入技術指導を行う農業生産性向上対策

〈主な取組〉

＋13％

町地域農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（ICT協・㈱YAC）
①取組計画の作成
②取組実施 等

・小清水町
・小清水町農業協同組合

・ホクレン製糖工場原料所

・農業改良普及センター

情報共有

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（町）及び農協に
よる営農指導

・普及機関や原料所による活
動支援及び技術普及

【産地の体質強化に向けた方策】
①労働力不足の解消や適正施肥による品質の向上及び収量の増加を図るための機械
のリース導入を支援

②労働力不足の解消や育苗段階での均一化による収量の増加を図るための機械のリー
ス導入を支援

63,433円/10a

指導・助言

販売額が増加

取組の概要

北海道
小清水町
小清水地区



産地パワーアップ事業の取組事例 （28～29年度：計画作成主体：一関地方農業再生協議会）（岩手県）

取組の概要

対象品目 ：トマト（産地面積：2.08㏊）
主な取組主体：農業者 10名
成果目標 ：販売額の10％以上の増加(総販売額)
導入施設等 ：生産支援事業

（パイプハウス資材・灌水装置）

ポイント

〈現状:H27年度〉 〈目標:H30年度〉

作付面積：2.08ha
販売額：65,607千円

作付面積：1.45ha
販売額：50,691千円

事業効果

①パイプハウス資材及び自動点滴灌水システム
等の導入による作付面積の拡大、反収の向上に
よって、出荷量、販売額の増加効果。

②販売額の増加により、中心的な経営体の所得
向上につながり、産地強化を実現。

推進体制

トマトのパイプハウス資材及び自動点滴灌水システム等の導入により、
作付面積の拡大、反収向上を果たし、販売額10％以上の増加を目指す。

地域における独自の取組

～中間達成率～
H29:68％

～トマトの販売額～
（29.4％増加）

○ 9月の安定出荷に向けた、着果量調整等の基本技術
の徹底及び遅植技術の実施拡大

一関市、平泉町

（主な取組）

（県・市町村単独事業）

○ 県単独事業で自動点滴灌水システムを整備

65,607千円

50,691千円

Ｈ27年度 Ｈ30年度

60,786千円

Ｈ29年度

一関地方農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施 等

・岩手県
・一関市、平泉町
・いわて平泉農業共同組合

情報共有

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）及び農協
等によるサポート体制

指導・助言

販売額が増加



産地パワーアップ事業の取組事例（28～30年度：計画作成主体：中野市農業再生協議会）（長野県）

対象品目：無核ぶどう（産地面積（目標）:102.1㏊）
取組主体：ＪＡ中野市ぶどう部会

高丘ぶどう部会
平岡ぶどう部会 他58者

成果目標 ：販売額の10％の増加
基準（H28年度） 568,847千円
目標（R２年度） 698,482千円

導入施設等 ：生産支援事業
ぶどう棚資材導入 31ha
冷蔵庫のリース導入 57台
加温機 2台

ポイント

期待される事業効果

【事業実施による直接効果】
① 高収益作物への品種転換、栽培面積
の拡大による販売額の増加

② 冷蔵技術を活用した長期出荷の実現に
よる販売単価の向上

【事業実施による間接効果】
① 高収益生産体制の確立により、新規参
入者が増加し産地が拡大

推進体制

【取組の主題（テーマ）】

中野市は県内トップクラスのぶどう産地であり、他の産地に先駆けて種無し・
皮ごと食べられるシャインマスカットの産地化を進めてきた。併せて、高い技術
が要求される無核新品種ぶどうの生産技術の確立、出荷規格の厳格化により高品
質なぶどう生産に取り組んでいる。
今後は、さらなる需要が見込める年末年始を見据えた長期出荷体制を構築し、

栽培面積の拡大とともに農家所得の向上を目指す。

地域における独自の取組

○ 果樹経営安定対策による改植の推進
○ ＪＡ販売開発室、中野市売れる農業推進室等

が連携し、ブランド化を推進

〈主な取組〉

中野市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体(部会、法人等)
①取組計画の作成
②取組実施 等

長野県（地域振興局・農
業改良普及センター）
中野市
ＪＡ中野市

情報共有

指導・助言
販売額が増加

取組の概要

1,406百万円

H30

基準年比 ： 247％

H28 H29ぶどう棚 コンテナ冷蔵庫

【産地の体質強化に向けた方策】

① 産地拡大を見据え無核新品種ぶどうへの転換を推進するための専用棚の導入
② 出荷時期を拡大し、販売単価向上を図るための冷蔵施設の導入

また、本計画の効果的な実現に向け、農業改良普及センター等の指導により栽
培技術の向上を図るとともに農業協同組合において販売力強化対策を展開する。

569百万円

840百万円

長野県 中野市
無核ぶどう産地



・ 農産物の生産から販売まで、農業者・企業・行政で連携

し、農業の新たなビジネスモデルを推進するための包括協
定を締結。

・ 業務用米（多収米）の作付推進と需要者との複数年契約
の締結。

対象品目 ：水稲（産地面積1,810ha)
取組主体 ：JAにしみの、(有)平田パイロット、

(農)長久保営農
成果目標 ：主食用米の10ａあたりの販売額を10%以上増加

基準(H27年度) 74,786円/10a
目標(R2年度) 89,276円/10a

導入施設等：整備事業(カントリーエレベータの能力増強、
育苗施設の能力増強、乾燥調製施設の整備)
生産支援事業【機械リース】
(V溝直播機、トラクター等)

産地パワーアップ事業の取組事例（28～30年度：計画作成主体：海津市農業再生協議会） （岐阜県）

ポイント

【事業実施による直接効果】

①農協出荷のほか、直接米卸業者に販売する
ことで取組主体の所得向上が期待できる。

②付加価値を持たせた商品展開が可能となるこ
とから、取組主体の所得向上が期待できる。

③取組主体単体で乾燥調製が完了させられる
ため、新たな品種への取り組みが可能となる。

推進体制

【取組の主題】

海津市では、農地の担い手への集積・集約化が進み、市内各法人の経営面積拡
大が頭打ちの状態になっている。(有)平田パイロットでは経営体の所得向上につ
なげるために独自の商品展開と多収米の作付拡大による収益増加のため、乾燥調
製施設の建設を計画した。

海津市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体(法人等）

①取組計画の作成
②取組実施 等

・西濃農林事務所（県）
・海津市
・西美濃農業協同組合

情報共有

・協議会と取組主体（法人）と
の情報共有（取組状況等）

・行政機関（県、市）及び農
協によるサポート体制

岐阜県海津市

指導・助言

販売額が増加

取組の概要

【取組における課題】

海津市においては、農協のカントリーエレベータが２か所あるが、近年の多収
米の作付面積増加により荷受けに時間がかかるようになってきている。また天候
次第で荷受けの日程がタイトになり他の作業に影響している。天候や施設などの
諸条件に左右されず安定的に高品質の米を生産するためには自前の施設建設を考
える必要があった。

岐阜県

地域における独自の取組

期待される事業効果

平成３０年度実施＜整備事業＞

106千円/10a

97千円/10a

Ｈ28 R2H29

100千円/10a

達成率（１１％増加）
取組目標



取組の概要 ：民間事業者による農産物処理加工施
設を整備することにより、水稲中心の農業から高収
益作物である加工業務用野菜の生産振興を進め、加
工業務用野菜の産地化を図ることで地域農業者の安
定的な需要の確保と所得向上を図る。
計画作成主体：養老町農業再生協議会
対象品目 ：加工業務用野菜、施設園芸野菜

（産地面積55.6㏊）
取組主体 ：(株)サラダコスモ､(農)三郷､農業者
成果目標 ：10aあたりの販売額の10%以上の増加
助成金の活用：整備事業(高度環境制御栽培施設・農

産物処理加工施設)
生産支援事業（農業機械のリース導
入）

～10aあたりの販売額～

産地パワーアップ事業の取組事例（30～31年度：計画作成主体：養老町農業再生協議会）（岐阜県）

取組の概要 ポイント

事業効果

420,527円/10a

Ｈ29年度 Ｈ33年度

推進体制

【取組内容】

①農産物処理加工施設建設に伴う加工業務用野菜の生産振興
②加工業務用野菜栽培の機械化による、栽培面積拡大及び単収向上
③企業と町内農業者との間の安定的な野菜の供給体制の確立
④もやし栽培施設整備による施設園芸産地としての強化
⑤直売施設等による町内産農産物の販売拡大
を推進することにより、10aあたりの販売額の10％以上の増加を図り、産地を強化
する。

地域における独自の取組

キャベツ収穫機等の機械を導入することにより生産
性を向上させ、生産面積・数量の増加を図る。

〈主な取組〉

2,426％増加

養老町農業再生協議会

①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（法人）

①取組計画の作成
②取組実施 等

情報共有

・協議会と取組主体との情
報共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）及び
農協によるサポート体制

地区の概要

岐阜県
養老郡養老町

指導・助言

・岐阜県西濃農林事
務所、養老町、西美
濃農業協同組合

【新たな農業モデルの確立】
民間事業者（企業）が地域内農家と連携す
ることにより、稲作中心だった地域農業に
高収益作物である加工業務用野菜（キャベ
ツ等）の生産促進、農業の多様化の方針を
示し、所得向上に繋げる。
また、農家個人の所得向上だけでなく、将
来的に、地域内農産物を使った商業施設の
展開等により地域経済の活性化に繋げるこ
とも検討しており、交流人口の増加、定住
人口の増加も期待できる。

10,203,833円/10a

〈県・市町村単独事業〉

県単独補助事業「元気な農業産地構造改革支援事
業」の実施により、個別経営体の高収益作物生産
量の増加、面積拡大を進める。

当該地域は稲作が中心で
あり、転作も飼料用米、加
工用米が主流である。

産地の現状と目標

〈現状〉

〈目標〉

【29年度】 10aあたりの販売額
420,527円/10a

【33年度】 10aあたりの販売額
10,203,833円/10a



（宇陀市）市内産の大和まな等を学校給食で
提供することで、消費拡大につなげる。

産地パワーアップ事業の取組事例（28年度～29年度：事業実施主体：奈良県農業再生協議会） （奈良県）

取組の概要

取組の概要 ：施設野菜産地の形成の推進
計画作成主体：奈良県農業再生協議会
対象品目 ：大和まな、千筋みずな、大和きくな等

（産地面積：7.6 ㏊）
取組主体 ：奈良県、(有)山口農園

(株)ラウアイ、農業者１名
成果目標 ：販売額の10％以上の増加(総販売額)
助成金の活用：生産支援事業
状況 （パイプハウス、トラクター）

整備事業（野菜包装施設）

ポイント

産地の現状と目標

〈現状:H27年度〉

〈目標:H31年度〉

大和まな等 8.75ha
農業者数 76名
販売額 165,280 千円

大和まな等 7.6 ha
農業者数 71名
販売額 134,590 千円

事業効果

165,280千円

134,590千円

Ｈ27年度
(現状）

Ｈ31年度
（目標）

〇 水稲に比べて単位面積当たりの販売額が高く、
実需者からのニーズも高い大和まな等の生産量
を拡大。

○ 販売額の増加により、大和まな等の産地強化
を実現。

推進体制

地域の関係者（奈良県農業協同組合、奈良
県東部農林振興事務所、宇陀市等）が一体と
なり、事業を推進。

○ 休耕地等を利用した大和
まな等の作付拡大を行うこ
とで販売額10％以上の増加
を実現。

○ 県は新規希望者に対する
試験経営圃場を運営。

○ (有)山口農園は包装機を
導入することで出荷労力削
減。既存生産者が規模拡大。

地域における独自の取組

○ 取組主体の生産物について、県が流通業者と
のマッチングや販売先等のコーディネートを行い、

大和まな等の販売を希望する店舗と生産者が直
接連結する生産・流通・販売システムのモデルを
構築する。

（県）出荷目揃え会、栽培研修会を実施。
リーフレットの配布等の販売促進支援。

〈県・市町村単独事業〉

〈主な取組〉 ～大和まな等の販売額～

奈良県
宇陀市榛原・
大宇陀・菟田
野地区

Ｈ29年度
(実績）

136,900千円



産地パワーアップ事業の取組事例（28～30年度：計画作成主体：うきは市水田農業推進協議会）
（福岡県）

対象品目 ：野菜（トマト、ミニトマト）
（産地面積16.7㏊）

取組主体 ：農業者13名
成果目標 ：契約栽培の割合10%以上の増加かつ

50%以上とすること
基準（H27年度）44%
目標（R2年度） 54%

導入施設 ：整備事業(低コスト耐候性ハウス)

ポイント

事業効果

【事業実施による直接効果】
①低コスト耐候性ハウス・附帯施設の導入

による安定出荷と高品質化

【事業実施による間接効果】
①先進地優良モデルの一つとして、県内

他産地の活性に寄与

※目標達成により、計画2期目を作成

推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

地域の基幹作物であるトマト、ミニトマトは、県内の主力産地であり、新規作
付や規模拡大を目指す意欲的な生産者が多く、産地としては、今後も発展すると
考えられる。
このような中、販売面では、安値で取引されている状況が見受けられるため、

生産出荷量の増加と併せて、高品質化と契約栽培数量の増加が必要。

地域における独自の取組

〈主な取組〉

福岡県
うきは市・久留米市
田主丸地区

【産地の体質強化に向けた方策】

低コスト耐候性ハウスや養液栽培施設の導入により、高品質トマトの生産量増加と、
契約出荷量の増加による所得向上を図る。

契約販売量の増加

取組の概要

43.7%

Ｈ27 Ｈ30

53.8%

63.8%

うきは市水田農業推進協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（農業者）
①取組計画の作成
②取組実施 等

・福岡県
・うきは市、久留米市

情報共有

・県広域での生産販売会議、現地検討会の開催
・地域内での定期的な栽培技術講習会の開催
・贈答用商品の販売推進によるブランド力強化

支援

R3

計画1期目 → 計画2期目

契約栽培の割合



対象品目：野菜（ブロッコリー）（産地面積153.8ha）
取組主体：西部ブロッコリーパワーアップ組合

雲仙ブロッコリーパワーアップ組合
成果目標：販売金額の10％以上の増加 基準（H27年度）576,401千円

目標（R2年度） 667,304千円
導入施設等：整備事業（育苗施設）（育苗ハウス645㎡）

生産支援事業（機械リース、生産資材の導入）
（リース：乗用半自動移植機、乗用管理機等、
資材：べたがけ資材）

産地パワーアップ事業の取組事例（28～30年度：計画作成主体：雲仙市農業再生協議会） （長崎県）

ポイント

期待される事業効果推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

ブロッコリーは収益性が高い品目として作付が行われているが、
経営規模の拡大に伴い、市場ニーズへの対応や雇用労働力活用
のために、安定的な生産体制の構築が一層求められている。
そのため、高品質かつ安定した苗の供給体制を整備すること

で、出荷量の拡大を図るとともに、省力化機械の導入による栽
培面積の拡大、生産安定化を目指す。

地域における独自の取組

○製氷機の導入による出荷品質の安定化
○若手後継者会の活動支援（現地検討会、定例会）
○新規就農者に対する技能研修および農地確保

〈主な取組〉

雲仙市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施 等

・島原振興局（県）
・雲仙市
・島原雲仙農協

情報共有

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（県、市）及び農協
によるサポート体制

【産地の体質強化に向けた方策】
①計画的な定植の実現および増収のために、育苗施設を導入

②省力化および規模拡大のために、乗用半自動移植機、乗用型管
理機などの省力化機械をリース導入

③厳寒期における安定生産、出荷のために、べたがけ資材を導入

指導・助言

販売額が増加

取組の概要

576,401千円

Ｈ27 Ｈ28

589,471千円

長崎県雲仙市愛野・吾妻地区
（愛野町、吾妻町）

【事業実施による直接効果】
①単位面積当たりの販売額が高いブ
ロッコリーの作付面積、生産量の拡大

②育苗ハウスの導入により気象災害に
左右されない計画的かつ優良苗の生
産

③リース支援による初期投資の節減効
果

④べたがけ資材による厳寒期の安定生
産と作型分散

【事業実施による間接効果】
①苗質の向上による生産拡大および安

定出荷、ロットの確保により、有利販
売が可能

達成率（１５％増加）

目標
667,304千円

R2



対象品目：だいこん（産地面積175ha）
取組主体：JA島原雲仙、島原大根部会、農業者27名
成果目標：販売金額の10％以上の増加 基準（H28年度）1,063,839千円

目標（R3年度） 1,271,630千円
導入施設等：整備事業（集出荷貯蔵施設）（洗浄選別施設一式）

生産支援事業（機械リース、生産資材の導入）
（リース：収穫機、支柱打込機、マルチャー、
土壌消毒機等、資材：ハウス資材、トンネル
資材、べたがけ資材）

産地パワーアップ事業の取組事例（30～元年度：計画作成主体：島原市農業再生協議会） （長崎県）

ポイント

期待される事業効果推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

当地区は圃場整備が実施されており、だいこんの作付拡大を
考えている生産者が多いが、既存の洗浄選別機では選別能力が
不足しており、作付面積を制限している状況であることから、
生産量の増加に伴う体制整備が必要。
生産者の規模拡大のためには、効率的な作業体系および省力

化が必要である。また、気象条件に左右されない安定生産が可
能な栽培体系の確立および規模拡大に対応できるよう作型分散
を図ることにより、販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

○生産検討会や全筆土壌分析など安定生産対策
○圃場・現物検査による生育診断、適期収穫
○農援隊による労力支援体制の整備

〈主な取組〉

島原市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施 等

・島原振興局（県）
・島原市
・島原雲仙農協

情報共有

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（県、市）及び農協
によるサポート体制

【産地の体質強化に向けた方策】

①選別能力が向上した新たな洗浄選別機を導入支援
②省力化および規模拡大のために収穫機、支柱打込機、土壌消毒

機などの省力化機械をリース導入
③厳寒期における安定生産、出荷のために、べたがけ資材等を導入

指導・助言

販売額が増加

取組の概要

Ｈ28 R3

1,063,839千円

目標
1,271,630千円

長崎県島原市
（島原地区）

【事業実施による直接効果】

①生産量の増加に対応できる集出荷体
制を構築することで作付面積が拡大

②リース支援により初期投資を節減
③べたがけ資材等による安定生産と作
型分散

【事業実施による間接効果】

全国トップクラスである本産地の販売
ロットを拡大することが可能となり、
市場との信頼関係をさらに高めること
で有利販売を図る。

達成率（19％増加）



産地パワーアップ事業の取組事例 （29～30年度：計画作成主体：氷川町農業再生協議会（熊本県）

取組の概要

対象品目 ：野菜（いちご）
産地面積 ：34.96ha
取組主体 ：八代地域農業協同組合、氷川町イチゴ

生産拡大協議会、農業者41名
成果目標 ：販売額の10％以上増加

基準（H28年度）4,442千円/10a
目標（R2年度） 5,117千円/10a

導入施設等：整備事業（集出荷貯蔵施設、低コ
スト耐候性ハウス）
生産支援事業（炭酸ガス発生装置
等の機械リース導入等）

推進体制

期待される事業効果

5,117千円/10a
（目標）

4,442千円/10a
（基準）

2016年度（H28） 2020年（R2）

【事業実施による直接効果】
・パッケージセンターの整備に
よる農家のパック詰めの省力化
・低コスト耐候性ハウスや炭酸
ガス発生装置、暖房機の導入に
よる安定生産及び品質向上
・省力化で短縮された労働時間
を適切な栽培管理と収穫作業に
利用することによって10a当た
り収穫量の増加
【事業実施による間接効果】
・パッケージセンター整備によ
る省力化や機械導入による安定
生産が可能になったことにより、
県育成の多収品種「ゆうべに」
への転換が可能になり、さらに
収益アップが見込まれる。

【取組の主題（テーマ）または課題】
氷川町は、熊本県でも有数のいちご産地と位置付けられているものの、近年
の急激な天候の変化への対応や調製作業の人的負担による面積減少等の課題
に直面している。これらの課題解決のため、省力化や単収の増加及び品質向
上に取り組む。

＋15％

～いちごの目標販売額～

地域における独自の取組

【産地の体質強化に向けた方策】
・集出荷貯蔵施設（パッケージセンター）の導入による出荷・調製作業（パッ
ク詰め等）の省力化

・低コスト耐候性ハウスの整備及び内部設備（炭酸ガス発生装置等）のリース
導入による高品質かつ安定的な供給

ポイント

氷川町農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施 等

・農産園芸課（県）
・県南広域本部（県）
・氷川町

・八代地域農業協同
組合

情報共有

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）及び農協
によるサポート体制

指導・助言

八代地域では熊本地震以降、いちご生産に不可欠な
ミツバチ供給が不安定になっていた。そこで県内で
初めて養蜂家、いちご農家、ＪＡや自治体が一体と
なった八代地域ポリネーション協議会を設立し、講
習会の開催や農家のための適正飼養管理マニュアル
の作成を行うことで、ミツバチの安定供給に繋げる
とともに、養蜂家といちご生産者の良好な関係を構
築している。

販売額が増加

熊本県
八代郡氷川町

＜氷川町いちご産地＞



産地パワーアップ事業の取組事例（28～30年度：計画作成主体：菊池市農業再生協議会） （熊本県）

対象品目 ：野菜（ごぼう）
産地面積 ：162.06㏊
取組主体 ：農業者42名
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度）503.1千円/10a
目標（R2年度）574.3千円/10a

導入施設等：生産支援事業（ゴボウ用トラクター、
ロータリートレンチャー、ハーベスター
等の機械リース導入）

ポイント

期待される事業効果

【事業実施による直接効果】

・機械導入により作業効率が向
上し、作付面積が拡大。

・深耕できるようになったことに
より、一本当たりのグラム数が
増加し販売単価が上昇。

【事業実施による間接効果】

・ＧＩ登録の「菊池水田ごぼう」は、
通常のゴボウより柔らかく食べ
やすい等の特徴があり、今回の
機械導入で生産拡大、更なる品
質向上が期待される。

推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

菊池市は西日本有数のごぼうの産地である。本産地のごぼうは、水稲とごぼ
うの輪作が特徴で、ＪＡ菊池ごぼう部会を中心に「菊池水田ごぼう」のブラン
ド名で出荷されている。産地では、生産から販売までの一貫した体制整備など
に取り組んでいるものの、省力化の推進や収量の伸び悩みなどの課題があった。
これらの課題を解決し、農業者の所得向上へ繋げるため産地全体で一体となっ
て取組を行っている。

地域における独自の取組

・ＪＡ菊池ごぼう部会の規格として「菊池水田ごぼう」を生
産し、ブランドとして出荷している。
・「菊池水田ごぼう」を地理的表示（ＧＩ）保護制度に登録。

菊池市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体
①取組計画の作成
②取組実施 等

・農産園芸課（県）
・県北広域本部（県）
・菊池市

・菊池地域農業協同組
合

情報共有

【産地の体質強化に向けた方策】

・ごぼう用トラクター、ハーベスター等の機械を導入し、作業効率を高めることによって、
適期作業及び面積拡大を図る。

・ロータリートレンチャーの導入により、現在よりも深耕できるようになるため、収量及
び販売単価増加が望める。

指導・助言

販売額が増加

取組の概要

574.3千円
/10a（目標）

503.1千円
/10a（基準）

2015年
（H27）

2020年
（R2）

2017年
(H29)

523.4千円
/10a

熊本県 菊池市

・協議会と取組主体との情報
共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）及び農協
によるサポート体制

＜菊池市ごぼう産地＞



産地パワーアップ事業の取組事例（28年度：計画作成主体：日南市農業再生協議会） （宮崎県）

対象品目 ：果樹（きんかん）
（産地面積45.3㏊）

取組主体 ：JAはまゆう、農業者10名
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H27年度）785千円/10a
目標（H30年度）893千円/10a

導入施設等 ：整備事業（集出荷施設）
生産支援事業 自動開閉装置 等

ポイント

事業効果

【事業実施による直接効果】
・選果品質の向上及び選果時間の短縮
・温度管理の適正化

【事業実施による間接効果】
・ブランド品率の向上による有利販売の拡大
・温度管理の適正化による開花期加温技術
の精度向上

・Ａ品率及び１月出荷割合の増加

推進体制

【取組の主題（テーマ）または課題】

・ 他産地に比べ選果・選別の精度が低いため、選果能力の向上を図る必要がある。

・ 農家個人による選果が必要なため、作業労力を要する。

・ 品質・収量を向上するため、栽培技術等の向上を図る必要がある。

地域における独自の取組

・農家個々の技術力等を客観的に評価（見える化）した産地分析
の実施

・個々の生産力に応じた研修・講習による品質向上とブランド品
の割合の向上

〈主な取組〉

日南市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（ＪＡはまゆう等）
①取組計画の作成
②取組実施 等

・南那珂農林振興局（県）
・日南市
・串間市

情報共有

・再生協議会と取組主体
（ＪＡはまゆう等）との情報共有

・行政機関（県、市）及び農協に
よるサポート体制

宮崎県
日南市・
串間市

【産地の体質強化に向けた方策】

出荷数量・販売単価等のデータを集約・分析し、農家個々の技術力等を客観的に評価

（見える化）して産地分析を行う。このことにより、農家の技術レベルに応じた体系的な研

修を実施する。併せて、自動開閉装置の導入による温度管理の省力化、非破壊選果機

の導入による労働時間の短縮・選果能力向上など、総合的な収益力向上の取組により

農家の所得向上及び産地力強化を目指す。

指導・助言

販売額が増加

取組の概要

【目標】
893千円/10a

785/10a

Ｈ27 Ｈ30Ｈ28 Ｈ29

1,041千円/10a

1,087千円/10a

選果機による選果の状況


